






A Case Study of SMEs Which Have Overcome Challenges Overseas
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図1．A社の合弁形態
（出所）ヒアリング調査より筆者作成。
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海外では利益配分の見直しも可能になっている。
4．他社による追加投資：J社注11
　第1・3項で海外進出前にかかる資金をどう軽
減するのかについて二つのケースを通じてみて
きた。これをみると資金がないために進出でき
ないという問題は、対策次第ではクリアできる
ことがわかった。
　ところで、その資金の問題は進出前だけでは
ない。進出後には新たな技術導入、設備投資な
どを図るなど事業継続・拡大に向けた取り組み
が必要になる。これらの経費について、現地で
一定の利益を上げる企業であれば、その資金を
再投資にあてることは十分可能である。地域の
発展に寄与するという視点でみれば「現地で上
げた利益を現地に還元する」ことは多国籍企業
に望まれる役割であるし、外貨流出を防ぐうえ
でも現地政府からも歓迎される。
　しかし収益を上げる企業ばかりではない。海
外進出したものの思った以上に顧客先の開拓が
進まない、競合相手の台頭で厳しい経営環境に
置かれる企業もある。こうした企業にとっては
従来事業の見直しのため、なお資金が必要にな
るが現地での調達は困難、日本への依存も期待
できない。その際の対応として、次のJ社の事例
をみてみたい。
企業概要
　J社（栃木県那須郡）は、商社勤務だった現社長
の父が技術仲間とともに1968年に創業したバネ・
メーカーである。現社長は高卒後、顧客先で2年
間修業後に入社、その12年後、先代が早くに逝去
したため32歳（1993年）の若さで二代目社長に就
任している。
　従業員は10名、売上は2017年で1億円である。
進出経緯と特徴
　J社は創業以来、振動吸収バネを家電メーカー
に供給してきたが、1990年代からその家電メー
カーの海外進出が始まった。さらに現地での部
品調達が進み、海外に工場がない中小企業にとっ
て国内での受注も厳しくなり、ピーク時に2.5億
円あった売上、40名いた従業員の大幅減少を余
儀なくされた。
　それでも縮小均衡させながら国内事業を維持
してきたが、そこに追い打ちをかけたのが東日
本大震災である。この影響により、道路、電気、
水道などインフラが滞り、代替生産拠点の必要
性を痛感することになる。これまでも顧客から、
その要請を受けており必要性は理屈でわかりつ
つも、中小企業では実現困難と受け流していた。
しかし、その現実に直面し、考えざるを得ないよ
うになったのである。候補地として当初は西日
本を検討したが、市場が縮小する国内でもう一
つ拠点をもっても受注の奪い合い、価格競争に
巻き込まれるだけである。それならば一層、市
場拡大する海外に拠点をつくり、グループ全体
の売上を伸ばす方が得策という考えに至った。
進出先の選定のための調査をASEANで実施し、
国民性、賃金と年間稼働日数などを踏まえ、2012
年、ベトナム（ホーチミン）に現法を設立する運
びとなった。
　ホーチミンを選択した理由の一つに競合する
日系中小企業の進出が少なかったことがあるが、
その分、顧客も少なく、また現地でトラブルにも
巻き込まれるなど受注が伸びない状況が2年間
続いた。この厳しい状況を同業仲間・D社（長野
県諏訪市、従業員6名）と、J社・D社の共通の顧客
先であるR社（大阪府、従業員不明）が聞くにつけ、
出資に名乗りを上げた。両社ともに海外に拠点
はなかったが、その必要性を感じており、進出す
る機会をうかがっていた。そこで旧知の関係に
あったJ社のベトナム法人に出資することで支
援する傍ら、そこを自社の海外事業の「足場」に
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しようという狙いがあった。その結果、2014年、
このベトナム法人はJ社の独資からD社が33％
とR社が13％の出資する合弁に切り替わった。
　ちょうどその頃、従来の中国調達からベトナ
ム調達に切り替えようとする日系自動車Tire1
からJ社・ベトナム法人に引き合いがあった。受
注には自動車向けの設備（線径3、4㎜以下）が必
要だったが、J社は弱電向け設備（同1㎜以下）し
か持っていなかった。ところが、その設備をも
つD社が現物出資したのである。これによりJ
社は自ら投資することなく、同設備を揃え、自動
車部品の受注獲得に成功した。現在、同分野が
受注全体の8割を占めており、人手がかかる後工
程をベトナムで、メインの前工程を日本で行っ
ている。日本生産でも採算がとれるのは国内で
の徹底した自動化とベトナムではTier1と直接
取引できるためである。Tire1との取引では
Tier2、3相手の日本の取引に比べて粗利が大き
いのである。
　以上にみるようにJ社・ベトナム法人は、他社
からの出資を得ることで事業継続が可能になる
ばかりか、新規事業の進出にも成功している。
もちろん、ここには出資するD社側にもメリッ
トがある。まず先行するJ社への「相乗り投資」
により進出にかかる負担、現地経営にかかる負
担を軽減できている。またベトナムでの収入に
ついては今のところ、現物出資した設備利用の
コンサル・フィーだけだが、近々、配当も見込ん
でいる。さらに将来、この拠点が必要になる時
期が来ると見込んでおり、それに向けた海外ビ
ジネスの学習の場となっている。
　さらにR社については、D社同様のメリット
の他、具体的なビジネスが既に動き出している。
ベトナム法人の日系顧客が新たにつくるメキシ
コ工場に必要な部品をベトナム法人から供給す
ることである。これにより、近々、R社部品もベ
トナム工場で生産される見通しである。そうし
た動きもあって、現在45名の従業員が、本年中に
60名まで増える見込みである。また2017年の売
上は進出時（2012年）からの5年間で15倍に拡大
している。
事例分析と示唆
　以上にみるように、進出後に生じる設備投資
などの資金負担も、このような手段を使えば確
保できることが明らかになった。経営資源の乏
しい中小企業にとって海外拠点の共同出資は有
効な手段となる。これらは出資を受ける先行企
業のみならず、後から出資をする「相乗り企業」
にもメリットがあることが確認された。
　ところで中小企業の海外への共同出資や進出
は投資負担の軽減というメリットがあるがゆえ、
従来からみられた。しかし、進出はしたものの
現地での経営の主導権・負担、利益配分などで問
題が生じることが多く、結果、合弁解消という例
がほとんどであろう。このケースが従来と違う
のは、結果として共同出資となっても、出資のタ
イミング、すなわち進出時期が異なることである。
時期がずれることにより先行企業の目的や狙い、
海外で享受するメリットを後から出資をする「相
乗り企業」が十分認識することができ、同業者で
あっても、それと競合しないかたちで海外進出
のメリットを見出すことができる。これは従来
言われてきた中小企業の共同進出・出資が抱え
ていた限界性や問題点を解決できる新しい知見
と言えるかもしれない。
5．現地経営から輸出への転換：N社注12
　前記でみるように、進出後でも他社からの出
資を得ることで海外での事業継続や新規展開が
可能になることが明らかになった。一方で、事
業縮小や撤退を余儀なくされる企業もみられる
が4）、その撤退についても、海外拠点で成果を上
げながらも自発的に撤退する、いわゆる「戦略的
撤退」5）もみられる。これは一体、どういうこと
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なのだろうか。実際にどのような企業でみられ、
その後、海外市場とどのような係わりをみせて
いるのだろうか。
企業概要
　N社（長野県岡谷市）は、地域雇用創出のため
独立・創業を促す風潮が残る戦後、1954年、先々
代が創業したレンズ製造冶具企業である。創業
者は軍隊で自動車隊・隊長を務めたこともあって、
ものづくりの経験をもっていた。当時、諏訪地
域には戦中の疎開企業によって域外から持ち込
まれた技術をベースに発展した時計、カメラ、オ
ルゴールといった需要先企業が少なくなかった。
そのなかで需要先企業の指導が及ばない、言い
換えれば自社で技術の創意工夫ができる分野で、
しかも当時、まだ問題の多かったレンズ加工に
必要な冶具の製造に取り組んでいった。
　現在もその事業がメインになっており、光学
レンズ用球面治具（皿、ホルダー類）の製作は月
産3万個を超え、全国シェア80％に達している。
この他に、レンズ研磨機の製造、レンズそのもの
の製作やそれに必要な副資材（刃物、切削油など）
にも手を広げ、これらの周辺事業を手掛ける関
連会社も数社設立している。
　その結果、N社の従業員は55名だが、関連会社
まで含めると135名となっており、年商は連結で
50億円、うち海外は5億円となっている。
進出経緯と特徴
　N社の海外ビジネスとの係わりは早い。きっ
かけは1990年代前半、N社の顧客先である大手
フィルムメーカーがインドネシアの現地企業に
カメラを委託生産したことから始まる。その際、
大手メーカーからレンズ生産に必要な設備、治具、
副資材の供給、そして技術サポートを現地企業
に行うよう要請を受けたのである。
　以降、日本からの輸出・技術支援というかたち
で現地企業との係わりを持つが、2000年代に入
るとデジカメの普及に伴ってカメラ生産の減少
が続いた。その結果、現地企業はカメラの委託
生産からの撤退を表明する。その際、N社はこの
現地企業を買収し、2010年に自社の現法をもつ
ことになった。N社の狙いは車載用カメラのレ
ンズ生産であった。この頃から自動車の電子化
に伴って同市場が急速に拡大、その結果、わずか
2、3年のうちに従業員は35名から300名まで増加
した。今後も自動車の無人運転などレンズ需要
は確実に拡大することから、最大顧客であった
日系大手メーカーから設備投資の拡大要請を受
けることになる。
　しかしN社・社長はこれ以上の拡大は「当社の
資本力・管理力では困難」、「設備投資のリスクを
取れない」と判断し、その要請を断るとともに顧
客先にインドネシア工場の売却を提案した。そ
の際の条件として、レンズ生産に必要な設備、副
資材などの供給はこれまで通りN社から継続し
て行う、技術指導のためのスタッフをN社から
派遣するというものであった。これに日系大手
メーカーが合意、2015年にN社のインドネシア
工場は日系大手メーカーの手に渡った。
　現在従業員は341名、社長は日系大手メーカー
からの出向だが、生産技術面ではN社のスタッ
フが数名派遣されている。ここで発生する人材
派遣料の他、現地生産に必要な設備や副資材の
輸出分がN社の収益となっている。
事例分析と示唆
　N社は、拡大する海外市場を取り込むチャン
スに直面しながら、経営資源の限界、そのリスク
から「戦略的撤退」を選択している。しかし、海
外市場とのつながりはなくなった訳ではなく、
なお輸出対応で、しかも継続的にその拡大分を
日本に取り込むことに成功している。海外市場
とかかわる中小企業にとって最も優れたビジネ
スモデルの一つと言えよう。
　これが可能になるのはN社がレンズ加工に必
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要なハード、ソフトをフルパッケージで所有し
ていることにある。これにより設備などスポッ
トの受注だけではなく、消耗品や技術指導といっ
たランニングの受注をもつことで継続的に収益
が上がる仕組みになっているのである。
　事業拡大にはつながらないことが明らかになっ
た。中小企業の場合、その追随にリスクや経営
資源に限界があるからである。その際、海外生
産からの撤退を余儀なくされても、他のチャン
ネルによって海外から収益を得ることも可能に
なる。
　また企業のグローバル化が深化するプロセス
として「輸出→生産のグローバル化→販売のグ
ローバル化」6）、現地化のプロセスとして「輸出
→海外（現地）生産→海外研究開発」7）が指摘され
るが、本事例が輸出に回帰しているように、中小
企業の場合、必ずしもこの図式が当てはまるわ
けではないことが明らかになった。
Ⅲ． 小括
　以上、海外進出の問題や課題を克服する中小
企業の取り組みについてみた。いずれも以前の
海外進出にはみられなかった、2010年以降になっ
て登場してきたような進出方法やビジネスモデ
ルである。その点、これまでの経験や蓄積から
中小企業も学習していることがうかがえる。
　そのなかで経営資源の不足、すなわち人材（ヒ
ト）、資金（カネ）、設備（モノ）の問題については、
人材育成にかかるJ社を除けば、他社との「連携」
が問題解決の糸口になっていることが明らかに
なった。その相手先は同業者、取引先、現地企業
など様々であるが、いずれにしても自社単独で
はなく、他社の経営資源を借りながら海外進出
にかかる問題や課題を克服している。海外進出
の過去の蓄積や経験から学ぶことは企業間の「連
携」とみてよさそうである。中小企業の連携の
必要性やその効果については言うまでもないが、
その自立志向の強さ、企業間関係の硬直性など
から国内ではなかなか進展しない注13。しかし海
外には、これらの意識や慣習が薄まる環境があり、
積極的に連携に取り組み、成果を上げる企業も
みられる8）。ここでもやはり同様のことが言え
そうである。また過去の「しがらみ」や「自社情
報の開示」などに抵抗のない若い世代の経営者
であることも共通の特徴としてみてとれる。
　その点、ここで上げたのは5つの事例に過ぎず、
この仮説を検証していくためには更なる企業事
例の積み重ねが必要である。他にも中小企業の
海外進出を取り巻く課題やその克服策があると
想定され、そうした先行研究の分析やケースの
収集・分析を図り、そこから共通要素を見出すの
が今後の研究課題である。
　なお、本論は科学研究費・基盤研究（C）（平成
26～29年度、課題番号：26380540）「地域企業にお
ける国内・外事業の関連性にかかる研究」の助成
による研究成果の一部であることを付記する。
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注
注1　ここでいう海外進出とは海外直接投資と同義
で捉えている。広義の海外進出には委託生産
や輸出なども含まれるが、下記（注4）の調査に
よれば、その8割が海外直接投資となっている。
注2　中小企業庁編『中小企業白書2016年度版』、
p.175。
注3　2016年5月10日にNT社本社、2017年9月7日にK
工業タイ法人でヒアリング調査。
注4　日本政策金融公庫総合研究所が2013年に実施
した2,240社に対するアンケ トー調査。n=1325。
注5　Tierとは「階層」を指し、生産ピラミッド構造の
なかでTier1とは完成車メーカーに直接納品す
る1次サプライヤー、Tire2とはTier1に納品する
2次サプライヤーのことを意味する。Tier3以下も
同様。
注6　2018年2月26日にL社ベトナム法人でヒアリング
調査。
注7　L社の国内事業、進出経緯については第4回
ICOSAセミナー資料「人材育成でアジアとの共
存共栄を目指す金型企業」（2018年1月17日）が詳
しい。
注8　2016年9月30日にA社社外取締役、2017年9月4
日にA社インドネシア法人でヒアリング調査。
注9　https://suke10.com/article/5404/合弁会社と
は？～合弁会社のメリットとデメリット～
注10注8に同じ。
注112018年2月7日にD社本社、2018年2月25日にJ社
ベトナム法人でヒアリング調査。
注122016年11月22日にN社本社、2017年9月7日にN
社インドネシア派遣先企業でヒアリング調査。
注13中小企業庁編『中小企業白書2018年度版』
（p.315）によれば、企業間連携を「実施したこと
がある」は全体の31.5％。中小企業庁編『小規
模企業白書2018年度版』（p.161）によれば、小規
模事業者では19.3％となる。
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